第1章 在日ブラジル人の概観
　本章では日本に在住している日系ブラジル人を概観する。

　日本に滞在している外国人は、その滞在期間に注目すると、観光やビジネスなどを理由として日本に短期滞在するものと、留学や就学など理由として目的に中長期滞在するもの、

就労可能な在留資格を用いて長期滞在するものの三つに分けることができる
。本章で取り上げる在日ブラジル人は最後に挙げた長期滞在に分類される。在日ブラジル人は、戦前から日本に在住している「オールドカマー」とは異なり、戦後から日本に入国し滞在するようになった外国人「ニューカマー」である
。
　在日ブラジル人の多くは、「はじめに」でも述べたように、戦前から始まる日本からブラジルへの移民政策によって生まれた日系人である。そしてこれは後で詳しく述べるが、日本の入管制度に従い、正式に入国し滞在する外国人である。この日系ブラジル人は、ブラジルの日系人人口のうち日系2世・日系3世人口がその7割以上を占めるなど、世代交代が進んでいる。また非日系人と日系人との婚姻が5割近く占めるなど現地社会への同化も進んでおり、日本語を話すことのできない人たちも多い
。

　本章では、エスニック的背景を日本に持ちながらも、異国の地で「異文化」を身に付けてきた日系ブラジル人が再び日本に戻ってきているという現象「デカセギ」について簡単ながら、日本にどのように滞在しているかに触れていきたい。

第1節 在日ブラジル人の増加の背景

　日本に滞在する日系ブラジル人（以下、在日ブラジル人とする）を見ていく前に、日系ブラジル人が国境を越えて日本へ移動してくる現象である「デカセギ」について簡単に説明する。
　デカセギは1980年代のブラジルの経済状況に幻滅した日系ブラジル人がより良い生活条件を求めて日本へ出稼ぎに来た現象のことを言う
。日系ブラジル人のデカセギは後でも述べるように、1989年の出入国管理及び難民認定法（以下、入管法とする）の改正を契機に拡大し、現在も継続している現象である。今後このデカセギ現象が継続していくかどうかという問題は、政治や経済の動向によって大きく左右されるため、はっきりした見通しを立てることはできない。しかしながら日本の人口減少・労働力人口の減少は非常に大きな問題である。たとえば今年2008年6月には自民党国家戦略本部が「日本型移民政策の提言」を行ったし
、また社会法人日本経済団体連合会は、2008年「人口減少に対応した経済社会のあり方」の中で、これまでは高度人材の受け入れと外国人研修・技能実習生の受け入れを積極的に行ってきたが、今後は一定資格や技能を有する人材を中心とする幅広い層の受け入れ、さらにはその定住化を図っていけるように、関連省庁一帯となっての制度改革を行う必要があると述べている
。一方で、こうした外国人受け入れに前向きな意見の中にも、移民政策は国家の根本を揺るがす問題であるから、デカセギのような単純労働者の受け入れについては、欧州先進諸国で起きている失業問題や閉鎖的コミュニティの形成といった問題を重く受け止め、さらに議論を深めていくべきだとする慎重論も並存している
。

　このように「移民」の受け入れについての問題は未だ発展途中の議論である。しかしながら日系ブラジル人が行っているデカセギという減少は現行の法制度の中で正当に行われているものである。そして近年このデカセギという現象は、短期的な人の移動という現象から、長期的な定住という形態に姿を変えている。質的に変化したと言えるデカセギ現象ではあるが、日系ブラジル人の入国が今後増えていくかの見通しは、現行の法制度の観点から見ると、定住者資格は日系三世までにしか認められていないものということから、純減していくであろう。しかし次節でも述べるように、日系三世として正式に入国し、そして日本に定住しようとしている日系ブラジル人の数は、無視できない規模の数字である。そういった人々つまり在日ブラジル人が、日本社会の中で日本人と互いに足を引っ張り合わないようなパートナーとして生活していくことができるようにするために、私たちは在日ブラジル人子女の教育政策を提言する。
第2節 在日ブラジル人の定住化
　前節で日系ブラジル人が日本へ移動してきている現象デカセギについて説明し、今後の見通しなどについて述べた。本節では登録外国人統計などの資料を用いて、日本に滞在している在日ブラジル人の規模について分析し、その傾向や性格というものに迫っていく。
　2007年度の登録外国人統計によると、日本に滞在する外国人の総数は約215万人で、うちブラジル人の数は約32万人である。この規模は国籍別で比較すると三番目に大きな数となる（図1参照）。しかし総数には短期滞在などの外国人も含まれているため、登録外国人統計のうち、日本に長期滞在できる在留資格（永住者、特別永住者、永住者または日本人の配偶者、定住者）のみに絞って分析を加えると、この総数が約140万人、ブラジル人は31万人の規模であることが分かる（図2参照）。さらにこのブラジル人の数字を在留資格別に分析すると、定住者が約15万人、永住者が約9万人、日本人の配偶者などが約7万人となっており、定住化が同時に進行しているようにも見てとれる（図3参照）
。
　上記から分かるように、在日ブラジル人の多くは、在留資格「定住者」（以下、定住者資格とする）によって日本に滞在している。この定住者資格は、1989年の入管法の改正に伴い、新たに日系人に対し定住者資格が拡充されたものである。これは日系三世に対し1年から3年までの長期滞在を認める在留資格で、在留活動に制限はないため単純就労も可能というものである
。これにより1991年時点では在日ブラジル人数が11,933人（外国人登録者全体の9.8％）であったのに対し、2007年には316,967人（外国人登録者全体の14.7％）にも増加した。16年間で凡そ3倍ほどの増加である。つまり、在日ブラジル人は、この定住者資格の拡充を契機に、日本に移動してくるようになったと言える（図4参照）。
　また近年在日ブラジル人の実質的定住化が進んでいることも指摘しておきたい。実質的定住化の定義は様々だが、ここでは在留資格「永住者」（以下、永住者資格という）への変更の要件を踏まえ、定義する。永住者資格への変更は原則10年在留が基本要件であるが、定住者資格をすでに所持している場合は、5年以上日本に在留していることで、その他の永住者資格変更の基本要件を満たしていれば、永住者資格への変更が可能であるとされている
。このことから5年という数字を実質的定住化の一つの目安とする。5年以上在留している在日ブラジル人の規模がはっきりと分かる全国的な統計データはないが、たとえばJICAは1997年の「デカセギ調査」から在日ブラジル人の54％が4年から7年在留していると述べているし
、2005年のIDB（米州開発銀行）の調査によれ54％の在日ブラジル人が日本に5年以上滞在していると述べている
。またもっと在日ブラジル人の実質的定住化を示すデータも存在する。図5図6は国籍別の永住者資格の許可件数の推移を表したものである。この図を見ると、平成14年度から平成18年度の間は少なくとも毎年1万人以上の在日ブラジル人が永住者資格を獲得していることが分かる
。
　在留資格や統計などから見る以外にも在日ブラジル人の定住化が進んでいることは指摘できる。たとえば「住宅購入者の増加は、永住権の取得以上に、明確な「定住」の意思表示」であるが、日本で自宅を購入する在日ブラジル人は「今では一般の労働者の間でも広がっている」と言う
。こうした動きは一般的に低賃金労働者と見られている在日ブラジル人が可能なのかという偏見は次の事実によって改められねばならない。2005年のIDBの発表によると、ラテンアメリカから日本へデカセギに来ているものの70％が母国への定期的な送金を行っており、それは年間平均回数14.5回、金額は一回の送金に平均600ドルであると言う。また2005年の母国への送金はラテンアメリカ全体で26.5億ドル以上、ブラジルのみで22億ドルもの規模で行われているとあり
、これは日本での生活の維持に必要な消費以上の所得があって、貯蓄や送金といったことに行えているということである。またこの調査は、在日ブラジル人がデカセギをして貯蓄や送金を行っている理由について、「生活水準の向上のため（32％）」「母国ブラジルでの起業資金ため（19％）」「母国で家を買うため（14％）」「子どもの教育のため（13％）」と述べており
、こうした消費行動が定住化によって日本国内で起きているとしても十分に不思議ではない。
　上記のように在日ブラジル人が実質的定住化傾向にあることは指摘できるが、在日ブラジル人が定住の意思決定をどのように行っているか知る手がかりは非常に少ない。濱田国佑によると、同氏が行った在日ブラジル人に対する意識調査から、在日ブラジル人は「あくまでも意識の上では、ブラジルへの強い帰国志向を持っている」という。しかし定住化が進むと条件付きの帰国志向への変化が見られるとも述べている
。
　帰国の意識が強い在日ブラジル人ではあるが、一方で長期滞在化（実質的定住化）をするケースもあれば、リピーターとして再び日本に戻ってくるケースもある。実際にどのような事情で日本にとどまろうとしているか、または帰国しようとしているかは個人個人様々な理由によるだろう。その理由となっているものは一つではないのかもしれない。その上で、前述の濱田国佑によると、「子どもが日本の学校に通っている場合、滞在期間が10年以上であると答えた割合は、5割を超えている」と言う
。つまり、在日ブラジル人の世帯で子どもが就学年齢にあって日本の教育機関に就学している場合は、日本での滞在期間が延びるということである。
　以上のように、在日ブラジル人の実質的な定住化の流れが進んでおり、また子どもを持つ在日ブラジル人は定住化傾向が強いことが予測される。こういったところから、子どもを持つ在日ブラジル人は長期滞在していく、その子女もまた日本社会に長期滞在していくことでなろう。最終的に在日ブラジル人が生涯日本に永住したいと考えるかどうかは現時点では予想がつかない。全ての在日ブラジル人が日本社会で生活することを選ぶとは到底思えない。しかし「日本社会で生きていこう」と考える在日ブラジル人子女には、日本で生活していくために必要な教育とその機会を保障していかねばならない。そうした前提を調えるために私たちは在日ブラジル人子女の教育政策を提言するのである。
第3節 在日ブラジル人の地域性

　もう一つの特徴として在日ブラジル人の分布には「地域性」があることが挙げられる。
　図7と図8は2007年の登録外国人統計を市ごとに分類し、国籍別に外国人登録数を円グラフ化したものである。図5の大阪市では、在日中国人と在日韓国・朝鮮人が合わせて約10万人近くいるのに対し、在日ブラジル人は約1000人である。一方、図6の浜松市では、在日中国人と在日韓国・朝鮮人が合わせて約5000人であるのに対し、在日ブラジル人は約2万人である。このように地域によって多数派となる外国人が異なっていることが分かる。
　在日ブラジル人の移住形態は斡旋業者を媒介にした「商業型移住システム」である。この「商業型移住システム」とは、斡旋業者などを通して自動車などの製造業関連の大企業とその下請け企業が多くある地域に移住し、生活を営んでいくという形態である。この「商業型移住システム」は、「親族ネットワークなど特定の社会関係資本を持つ人々だけでなく、全ての日系ブラジル人に対して機会が開かれている」ことが特徴として挙げられる
。

　在日ブラジル人が多い地域は、上記の浜松市の他に、外国人集住都市会議に参加している地域（群馬県大田市・大泉町、長野県上田市・飯田市、岐阜県大垣市・美濃加茂市・可児市、静岡県浜松市・富士市・掛川市・袋井市・湖西市・菊川市、愛知県豊橋市・岡崎市・豊田市・西尾市・小牧市・知立市、三重県津市・四日市市・鈴鹿市・伊賀市、滋賀県長浜市・湖南市）が挙げられる。この外国人集住都市会議は、「ニューカマーと呼ばれる南米日系人を中心とする外国人住民が多数居住する都市」などを中心に設立され、「外国人住民に関わる施策や活動状況に関する情報交換」や首長会議を開催して「国・県及び関係機関への提言」を行い、これを通して「地域で顕在化しつつある様々な問題の解決」への取り組みを行っている
。
以上から、在日外国人の諸問題は「地域性」のある問題とし、在日ブラジル人に対する施策は各地域の実状に合わせたものを行う必要があるとの前提に立ち、私たちは在日ブラジル人子女に対する教育政策を政策提言する。特に本稿では、後でも述べるように、愛知県豊橋市を仮想モデルとして政策提言の中身を考えていく。
最終訂正
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� 外務省、法務省、入国管理局のホームページ、『出入国管理及び難民認定法』を参考に、独自に分類を行ったものである。主に在留資格の持つ「期間」に注目しての分類であり、期間によって分類された在留資格を同質のものと扱うものではない。


� オールドカマーとニューカマーの分類は、国籍や在留資格のことを考えると厳密なものではないと言えるが、オールドカマーにあたる人々は戦前より日本に居住する旧植民地出身者「在日（コリアン）」と呼ばれる人々のことで、在留資格に注目すると「特別永住者」にあたる。ニューカマーと呼ばれる人々は戦後日本に来日した外国人のことで、それぞれの入国目的や時期には差はあるものの、今回取り上げたブラジルやペルーなどの日系南米人のほかに中国人やフィリピン人などもこれに含まれる。


� 独立行政法人国際協力機構JICA（2002）『ブラジル国別援助研究会報告書』Appendix2, p180


� 独立行政法人国際協力機構JICA（2002）『ブラジル国別援助研究会報告書』Appendix2, p181


� 産経新聞（2008.6.20）最終閲覧日2008/11/10


http://sankei.jp.msn.com/politics/situation/080620/stt0806200013000-n2.htm


� 社会法人日本経済団体連合会（2008）『人口減少に対応した経済社会のあり方』


� 社会法人日本経済団体連合会（2008）『人口減少に対応した経済社会のあり方』


� さらに補足すると、在日ブラジル人の外国人登録総数が316,967人であるから、長期滞在できる在留資格別の在日ブラジル人の登録総数が311,782人であるから、在日ブラジル人の98%は長期滞在が可能な在留資格を用いて日本に滞在していることになる。


� 定住者告示（平成２年法務省告示第１３２号）の一部改正について


http://www.moj.go.jp/NYUKAN/HOUREI/h06.html


� 永住者資格への変更要件については『出入国管理及び難民認定法』と下記を参考した。


在留資格の変更、在留期間の更新許可のガイドライン


http://www.moj.go.jp/NYUKAN/nyukan70.html


永住許可に関するガイドライン


http://www.moj.go.jp/NYUKAN/nyukan50.html


「わが国への貢献」に関するガイドライン


http://www.moj.go.jp/NYUKAN/nyukan36.html


� 独立行政法人国際協力機構JICA（2002）『ブラジル国別援助研究会報告書』Appendix2, p181


� 米州開発銀行IDB（2005）『Remittances From Japan to Latin America』


http://www.iadb.org/news/detail.cfm?language=EN&id=1536


� 図2から永住者資格を持つ在日ブラジル人は10万人近く存在していることが分かる。


� 2007獨協インターナショナル・フォーラムより下記資料を参考。


アンジェロ・イシ（2007）『在日（日系）ブラジル人の現在の動向と意識』


http://www.dokkyo.ac.jp/kokuse/symposium/performance2007/2007-japanese.htm


� 米州開発銀行IDB（2005）『Remittances From Japan to Latin America』


http://www.iadb.org/mif/remittances/lac/remesas_br.cfm


� 米州開発銀行IDB（2005）『Remittances From Japan to Latin America』


� 北海道大学大学院教育学研究科紀要


濱田国佑（2005）「在日ブラジル人の定住化とその意識｣ p.230


� 北海道大学大学院教育学研究科紀要


濱田国佑（2005）「在日ブラジル人の定住化とその意識｣ p.229


� 北海道大学大学院教育学研究科紀要


濱田国佑（2005）「在日ブラジル人の定住化とその意識｣ p.228


� 外国人集住都市会議


http://homepage2.nifty.com/shujutoshi/





